
（１） 面積１６Ｋ㎡（大熊町１１Ｋ㎡、双葉町５Ｋ㎡）
大熊町は1/7、双葉町は1/10の面積にあたる。

（２） 容量 約１,６００万㎥～２,２００万㎥
（３） パイロット輸送の状況（１２／９現在）
搬入実績 大熊町 １８市町村 約１６,７７７㎥

双葉町 １３市町村 約１０,５３６㎥
計 ３１市町村 約２７,３１３㎥

対象市町村は４３市町村残り１２市町村
整備状況は、大熊、双葉両町とも２.６ｈa発注。
両町とも２.０ｈaは整備済み、０.６ｈaは工事中。

福島県議会 民主・県民連合

ＮＯ.２４
２０１６.１．１７
住所 いわき市平馬目字作の内１４８
電話 ３４‐１１３９
Ｅｍａｉｌ：ｆ393＠cocoa.plala.or.jp

新年明けましておめでとうございます。昨年は大変お世話になりました。

今年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

昨年は日本の進路を決める重要な問題がありました。

第一は安保法制（戦争法案）の強行採決でした。安倍首相は憲法をねじ曲げて戦後７０年

守り通してきた「非戦」という姿勢を大転換しました。安保法制の強行採決により「戦争ので

きない国」から「戦争のできる国」になりました。

第二はＴＰＰ協定です。ＴＰＰ協定はアメリカのごく一握りの巨大多国籍企業の利益を守る

ための「自由貿易協定」であることが明らかになりました。

ＴＰＰ協定は参加各国に「アメリカ・ルール」を押し付け、国内法を変えさせ、ＩＳＤ条項で従

わせるなど国家主権を奪うものです。

戦争法制の強行可決とＴＰＰ協定は、日本の国益を揺るがす大問題です。

山積みされているフレコンバック（1㎥）は915万5000袋
が11万4700ヵ所の仮置き場や保管場所に置かれてい
る。すでに破損しているものや雑草が顔を出している
袋もある。

中間貯蔵施設の概要

今年も原発と格差のない平和な未来をつくるために取り組んでまいります。

安倍首相は経済最優先を掲げ3年間取り組んでき
ました。雇用は121万人増えましたが、正規が56万人
減り、非正規が178万人増えたのが実態です。賃金も
26ヶ月連続で低下しています。医療や介護、年金の
給付カットや負担増も可処分所得を下げています。
アベノミクスは低賃金・不安定労働者を増やしてい

ます。大企業の純利益総額は23兆円となり、初めて
20兆円を超え、2年連続で過去最高を更新しています。
内部留保も2014年度は約354兆円と2012年度より

50兆円増えています。

労働者、地方切捨てのアベノミクス

安倍政権は労働法制を改悪し、その結果非正規社員が
雇用労働者全体に占める比率は初めて4割に達しました。
介護報酬を削減し、介護労働者の賃金や労働条件を引き
下げました。介護業者の倒産は過去最高に達しています。
「出生率1.8」「介護離職ゼロ」を実現するには、労働法改

悪、社会保障費の削減など安倍政治の政策全体の転換が
不可避です。
今年は日本の進路を決める政治決戦の年になりそうです。

安倍首相は参議院選挙を憲法改正の是非を問う選挙と位
置づけています。基本的人権、主権在民、平和主義を守る
選挙にしなければなりません。ご支援をどうぞよろしくお願
いいたします。

安倍政治の暴走を止める選挙に！

１２月議会の企画環境委員会 生活環境部に対する
質問の中で中間貯蔵施設の進捗状況と今後の取り
組みについて聞いた。
〔質問〕：復興を加速化するためには中間貯蔵施設の
早期完成が不可欠である。各町村の仮置き場も契約
期間の到来、仮置き場の不足など問題が提起されて
いる。原発事故を引き起こした国の責任は重い。環境
省の用地交渉に当たる人員が６９人とはお粗末だ。
国の責任を果たすためには増員すべきだ。

国の責任で早期完成を

生活環境部次長：国にお願いしてきた。来年度から
100名体制になる。また県の職員も増員する。

来年度から１００名体制で

遅々として進まない中間貯蔵施設の用地交渉の進
展に向けて国・県は来年度から体制強化をして用地
交渉の進捗を図ることになった。用地交渉の困難性
はいうまでもないが、国・県の対応策はあまりにも消
極的といわざるをえない。
復興を加速させるためには中間貯蔵施設の早期完

成が求められている。
国の責任は重大であり用地交渉がさらに進展する

体制整備を強く求めていきたい。

国の責任は重大

中間貯蔵施設

謹賀新年



イノシシ対策 効果は？

これまでの野生鳥獣の被害防止の取り組みは、有害
捕獲、狩猟捕獲等の対策だった。

被害の深刻化や広域化に対応するために、県は今年
度から直接捕獲事業を導入して７月から捕獲を開始し
た。

有害捕獲（市が窓口）（県の補助金 ８,０００円／頭）
８,０００円～２８,０００円／頭（８,０００円以上は市町村が
上乗せ）

狩猟捕獲 （県の補助金 ８,０００円／頭）
１１／１５～３／１５ （狩猟期間）

県はイノシシの生息数を平成２６年度５０,０００頭と予
測した。計画は５年後に５,０００頭にする。
５,０００頭の根拠は平成６年度の５,２００頭｡被害の

なかった年の頭数に戻すというもの。
（イノシシの増加率は１.２２５倍）
有害捕獲と狩猟捕獲で１２,０００頭～１３,０００頭／年

を捕獲する。直接捕獲を加えると１７,０００頭～１８,０００
頭／年を捕獲。これにより目標を達成するという計画で
す。

今年４月から不十分ながら電力が自由化になる。消費者
が電力会社を選べる。電力消費量は圧倒的に企業が多い
が、利益は一般家庭から７割あげているのである。理由は
一般家庭の電気代が高く設定されていることによるもので
私たちは高い電気を買わされているのです。

電力自由化によって安い新電力への切り替えは大きく進
むことが予想される。

東京新聞によると「電力会社を変えたい」と答えた人が
６４％にもなっている（2015年３月）。

新電力の売電能力は１９９７年時点で５２００万ｋＷ供給
能力がある。２０１５年１１月現在の原発４３基の全出力４２
２０万ｋＷをはるかに上回っている。

電力の自由化で安い電気を

販売電力量 利益
東京電力 企業：家庭 62：38 企業：家庭 9： 91
東北電力 企業：家庭 64：36 企業：家庭 39：61

東京電力の利益 家庭から９割 直接捕獲（県） 指定管理鳥獣捕獲事業（Ｈ２７～Ｈ３１）
５,０００頭／年捕獲。５年後に５,０００頭にする計画。

新たな制度

県は直接捕獲の予算として平成２７年度、１億２,０００
万円を計上した。猟友会との委託契約により捕獲を開
始する。会員２,６００人の内１,５００人が従事する。罠に
よる捕獲は２０,０００円／頭。７月２３日から１１月末まで
３７０頭を捕獲した。

直接捕獲 猟友会と委託契約

目標は５年後 ５,０００頭

昨今イノシシなどの鳥獣被害が深刻な問題になってい
る。これは長年にわたる地方切捨て東京一局集中の政
治が今日の事態を招いたものではないか。昭和３０年
代初めの木材の自由化、エネルギーの転換などが山林
の荒廃を生み出した。農林業の衰退など長い年月をか
けて人間と獣との棲み分けができないような生態系を
創り出してきた。さらに原発事故も拍車をかけたのだ。

今日地方創生が声高に叫ばれお金を投入し始めたが
すでに修復限界を通り越しており、復元することは不可
能に近いのでは？

鳥獣被害の防止にとって捕獲は効果的ではあるが、
中山間地域の獣との棲み分けができる環境づくりも重
要だ。鳥獣被害防止の近道は中山間地域の農林業の
再生に「人・モノ・金」を投入することではないかと考える。

農林業の衰退が イノシシの跋扈を生んだ

電力会社の収益構造（10社平均）を見てみると、家庭への
販売量は４割で７割の利益となっている（２０１２年）。

上記からも分かるように電力会社は家庭から利益を得て
成り立っている。東電は９割にもなっている。

電力離れ進む消費者
安い電力を求めて切り替えが始まっている。東京電力は

２０１２年３月から２０１５年９月まで４万８２５０件８８０万
ｋＷの契約解除になった。原発９基分に相当する。九州電力
は２０１４年８４万ｋＷ原発１基分、関西電力は２６５万ｋＷ
原発２．５基分が契約解除になった。

4大ガス会社の２０１５年３月決算を見ると火力発電で大

儲けをしている。電力会社は火力発電で赤字といっている
が、本当だろうか？

電力会社は原発の再稼動に躍起になっているが、原発
の維持管理費は１兆４０００億円/年（２０１５年）、安全対策

費は９社で３兆円（２０１５年）と見積もっている。維持管理
費は３年で４兆２７８０億円、安全対策費３兆円と合わせる
と７兆２７８０億円になる。日本の全ての原発の資産は２兆
３０００億円であり、安全対策費のほうが多額になっている。

電力会社の経営が厳しいのは「原発を抱えている」から
で、原発が電気料金を押し上げている。

原発が電気料金の値上げの要因

２０１３年以降２年間自然エネルギーなしで原発ゼロを維
持してきた。２０１４年の総発電量は９１０１億Ｋｗｈ、内訳
は火力８７.８％（ガス４７.５％石炭３１.０％石油９.３％）、水
力９.０％、新エネルギー３.２％、原子力０％になっている。

これで原発は止められることが証明された。２０１３年省エネ、
需要減により電力会社の発電量は７８９億Ｋｗｈ減少した。

原発ゼロでも電気の供給はＯＫ

２０１３年度の自家発電量は２４.５％を占めた（電力会社
８２３９億Ｋｗｈ，自家発電２６６８億Ｋｗｈ）。
自家発電は２０１２年から大幅に増加している。

自家発電機の生産量は、震災後累計８１３８Ｋｗ（１００万
Ｋｗ原発８１基分）になっている（経産省統計）。

自家発電 総発電量の１／４

ばっこ


